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令和元年度決算令和元年度決算

平成31年4月7日に半世紀にわたる島民の悲願であった気仙沼大島大橋が開通。本土と大島を結ぶ通行路であるのみならず、市の新たな観光スポットにもなって
います。（気仙沼市）
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令和元年度決算

目で見る市町村財政 目次

宮城県市町村の地方債残高の現状
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１

令和元年度の県内市町村の普通会計決算額は、以下のとおりです。
○歳入　１兆５，０５３億円（前年度比６８億円、０．５％減）
　　　　　うち、東日本大震災分　４，０１５億円（前年度比６９４億円、１４．７％減）
○歳出　１兆４，０１８億円（前年度比２４億円、０．２％増）
　　　　　うち、東日本大震災分　３，２９４億円（前年度比５８９億円、１５．２％減）
※東日本大震災分は復旧・復興事業分及び全国防災事業分の合計。以下、同じ。
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決算収支の推移
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第１部　市町村財政の推移と現状分析

普通会計第１章

決算規模・決算収支１

赤字の団体数決算額
区　分

Ｒ１年度Ｈ３０年度Ｒ１年度Ｈ３０年度

０/３５団体０/３５団体３４４億円３６８億円実 質 収 支

１８/３５団体２０/３５団体▲２４億円４億円単 年 度 収 支

２７/３５団体３１/３５団体▲２３７億円▲２８４億円実質単年度収支



２

実質単年度
収　支

単年度
収　支

実　質
収　支

形式収支歳出総額歳入総額
市町村名

うち東日本
大震災分（Ａ－Ｂ）うち東日本

大震災分（Ｂ）うち東日本
大震災分（Ａ）

６９４５０８３，８１９６，１６６９，４２６２３，２４６５２０，５６９２９，４１２５２９，９９６仙 台 市

▲３，６９７▲３，６９９４，２２８２９，６０７３１，８０２１４３，６９６２１１，１８６１７３，３０２２４２，９８８石 巻 市

▲７５１▲７４７８０８０６１，７３５４，１２７２４，２９４４，９３３２６，０２９塩 竈 市

▲６，４４３▲１，２４５４，５７２１８，４０２１９，３５４４８，１０９７６，７３３６６，５１２９６，０８７気仙沼市

３３４１１５４７０１１７６６９７４１５，１１４１９２１５，７８３白 石 市

▲３，２９２▲１１３１，７６５５，７９９７，１８７１６，４５２４４，６８１２２，２５１５１，８６８名 取 市

▲１５０６４１３２２１７８７５８１５，５５４２７９１６，３４１角 田 市

１，００１▲１８６４５９１，２２３２，０２６５，１６１２８，７４１６，３８４３０，７６７多賀城市

▲８６２１４４１，４１９８９２，１５１１，９０６１９，３６７１，９９４２１，５１７岩 沼 市

▲６６８５５９１，６５１４７０２，３２９３，３６１４６，３２６３，８３０４８，６５５登 米 市

▲９５５８３１，６１１９０１，９３２１４８４４，０８５２３７４６，０１８栗 原 市

１８９４１６９０１２，７３５２，７８７１６，３９７３６，０２１１９，１３１３８，８０８東松島市

▲３，１７５２０６１，６２７３２６２，４４６１，１１１６６，２９０１，４３６６８，７３６大 崎 市

６６３▲１６４７１６７２１，００１２４１４，３８７９５１５，３８８富 谷 市

▲１７，１１２▲３，４４４２４，４３１６６，１２１８５，６３２２６３，８６８１，１６３，３５０３２９，９９０１，２４８，９８２市 計

▲４０６１３１６１１６２４８７８６，７０７９４６，９５６蔵 王 町

▲１０９２０８７０１７８９２，６５７９２，８３５七ヶ宿町

▲５１４１０１４１８１５８１２２９，１３５２３９，７１６大河原町

▲２０３２１１２４８１８２２５５，４３６７３５，６１８村 田 町

▲２８４▲１４７０４０３３１１５３１４，７３７１９３１５，０６９柴 田 町

▲２３３２１１１２１１２７４２８４，９０１３９５，１７４川 崎 町

２，５５６２，５５３２，８７６０３，２５１１７０１１，４６８１７０１４，７１９丸 森 町

▲９５９▲２１８４７２１８０８７６７，２６２１９，０７６７，４４２１９，９５２亘 理 町

▲１，４８２▲３３７０７０１，６３３４，８１６１１，３８７４，８１６１３，０２０山 元 町

▲７５５▲２２７３２２１，５８８１，８２２３，９３２９，８５９５，５１９１１，６８１松 島 町

▲９９▲９６３６２１８８４４４１，７６９８，１５８１，９５７８，６０２七ヶ浜町

▲７７０▲９７５６３０７４１１，９２６１５，０３４１，９２６１５，７７５利 府 町

▲８０１▲７１５２５６２３１，３５７９４１２，６０５７１７１３，９６２大 和 町

１３７４３６６７６４５８７７１７５，３０７６２６，１８４大 郷 町

▲２５２▲２３９１２７１１８６３４，３１１２７４４，４９６大 衡 村

▲２１５３４１５７１１６７６７４，２７６６９４，４４３色 麻 町

▲９３８▲２５０２８６５２３９０１７１１３，３７５２２３１３，７６５加 美 町

▲２８▲１５７６８５１３９８８７，６５５１７３７，７９４涌 谷 町

３０６３３１７２１７２３８２０３１１，１２６２２０１１，３６４美 里 町

▲１，３５７▲１，１３５１８３７２５８３４２５，４７５３３，５９１２６，２００３４，４２５女 川 町

▲１８５▲４０１，５３７２，１５４３，０８７１９，１７６２７，６３６２１，３３１３０，７２３南三陸町

▲６，５９２９９４９，９６８６，０４４１７，８３６６５，４８４２３８，４３８７１，５２９２５６，２７４町 村 計

▲２３，７０４▲２，４５０３４，３９９７２，１６５１０３，４６９３２９，３５３１，４０１，７８７４０１，５１８１，５０５，２５６県計（仙台市含）

▲２４，３９８▲２，９５８３０，５８０６５，９９９９４，０４２３０６，１０７８８１，２１８３７２，１０６９７５，２６０県計（仙台市除）

形式収支
歳入から歳出を差し

引いた額をいいます。

実質収支
その年度の決算で、

収支が赤字か黒字かを
見るための指標で、形
式収支から翌年度に繰
り越すべき財源（事業
の繰越によって来年度
に確保すべき財源な
ど）を差し引いた額を
いいます。

単年度収支
実質収支には、その

年度以前から累積され
た赤字や黒字の要素が
含まれています。した
がって、その年度の収
支の赤字・黒字を判別
するためには、その年
度の実質収支から、前
年度の実質収支を差し
引いた額を算出する必
要があり、この数値を
単年度収支といいま
す。

実質単年度収支
単年度収支には、長

期的に見て、実質的な
黒字要素・赤字要素と
なる支出・収入が含ま
れています。例えば財
政調整基金という基金
への積立ては将来の赤
字に備えて行うもの
で、その年度では支出
となりますが、後年度
で取り崩せば収入とな
ります。また、地方債
の繰上償還は償還を行
うその年度において、
単年度としては大きな
支出になりますが、後
年度の地方債償還は小
さくなります。これら
の要素がなかったと仮
定して算出した収支を
実質単年度収支といい
ます。
実際の算定にあたっ

ては、単年度収支に、
財政調整基金への積立
額及び地方債の繰上償
還額を加え、財政調整
基金の取崩し額を差し
引いた額となります。

普通会計
市町村など地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないた
め、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要がある
場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計などが
あります。

―用語解説――（単位：百万円）

市町村別普通会計決算収支の状況　　令和元年度
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（１）歳入構造
令和元年度の歳入は１兆５，０５３億円で、前年度に対し６８億円（０．５％）の減少となりました。
歳入が減少した要因は、繰入金などの減少額が大きかったことがあげられます。

歳入構成比の推移

地方税　地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が
負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。
地方交付税　地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、
例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一
定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配
分の性格を持っており、国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合と地方法人税の全額を財源として
います。交付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交
付税」、東日本大震災による特別な財政事情に応じて交付される「震災復興特別交付税」の３つがあります。
地方債　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度に
わたり行われるものです。
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0.6

25.1

15,053 

9,510

15,927

23,239

20,595 そ
の
他

地
方
債
県
支
出
金
国
庫
支
出
金

地
方
税

地
方
譲
与
税

地
方
交
付
税

15,687
15,121

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

歳　入２

歳入
1兆5,053
億円

地方税
25.1%その他

28.9%

地方債
7.3%

県支出金
4.6%

国庫支出金
16.6%

地方交付税
16.9%

地方譲与税
0.6％

増減率増減額Ｒ１年度Ｈ３０年度

２．３８４３，７７１３，６８７地 方 税

２．１２９２９０地方譲与税

５．８１４０２，５４８２，４０９地方交付税

５．４１２８２，４９３２，３６６国庫支出金

５．８３７６８６６４８県 支 出 金

６．９７１１，１０６１，０３５地 方 債

▲１０．８▲５３０４，３５６４，８８６そ の 他

▲０．５▲６８１５，０５３１５，１２１歳 入 合 計

○主な増減理由
地方税…所得割を納める納税義務者数の増による個人市町村民税の増加や償却資産の新規取得・家屋の新増築による固

定資産税の増加など
地方交付税…令和元年東日本台風の対応経費に係る特別交付税の増加など
その他（繰入金）…東日本大震災復興交付金等の復興事業財源を積み立てた基金からの繰入金の減少など

（令和元年度） （単位：億円、％）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市
石巻市
塩竈市
気仙沼市
白石市
名取市
角田市
多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市
東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町
七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町
南三陸町

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

6.9 24.70.3 18.2 2.3 2.1 45.4

26.1 1.2 30.6 11.6 5.9 6.5 18.0

22.9 0.6 7.8 10.2 5.9 4.0 48.8

20.7 1.2 27.8 10.5 6.6 10.1 23.0

26.4 16.2 15.1 5.1 3.9 32.90.4

31.8 0.9 9.9 11.2 7.1 5.0 34.2

15.9 1.5 38.7 11.2 6.2 10.9 15.6

15.9 1.0 40.9 7.2 7.3 9.9 17.6

9.9 27.8 9.6 4.5 3.4 44.30.5

23.6 0.9 25.6 12.7 7.1 13.1 17.0

24.9 1.1 28.6 6.1 7.2 9.9 22.1

18.0 1.2 37.5 6.1 3.8 7.1 26.3

30.1 18.3 10.0 5.8 14.0 20.90.8

23.2 35.9 8.6 5.6 10.2 15.31.2

29.4 0.9 18.7 13.3 5.8 12.9 19.0

18.2 1.2 45.2 6.7 5.2 6.8 16.7

8.7 46.5 15.1 7.1 12.6 9.20.9

18.6 21.7 7.2 6.0 7.6 38.10.7

0.6 26.6 10.5 3.3 4.6 44.210.3

14.1 0.4 27.2 12.4 2.8 3.0 40.0

24.6 24.5 7.5 5.5 5.9 31.40.6

30.2 9.0 15.3 5.7 15.0 24.30.6

41.1 9.51.0 11.3 5.7 7.9 23.5

19.0 0.7 35.2 8.9 5.0 7.6 23.5

18.534.4 14.5 4.8 7.2 19.41.1

17.3 2.0 46.1 5.9 6.2 4.0 18.5

19.9 1.5 39.7 7.4 5.3 9.5 16.8

19.8 1.4 36.4 10.0 8.3 9.1 15.0

22.9 1.2 36.4 10.3 7.0 9.8 12.4

0.1 13.7 28.1 43.83.9 0.99.6

22.3 0.5 27.6 14.4 5.0 6.1 24.2

8.1 0.3 19.3 26.0 2.3 3.9 40.2

41.8 0.6 4.7 16.1 4.5 9.5 22.7

40.9 0.9 11.0 14.4 6.8 3.2 22.7

22.7 34.2 3.7 4.6 30.04.4 0.3

歳入のうち一般財源の構成割合（令和元年度）

60

10

0

50

40

30

20

（％） 

地方譲与税 地方税 地方交付税 その他 

財政力指数 
グループ 

1.0以上 
Ａ 

0.5～1.0未満 
Ｂ 

0.4～0.5未満 
Ｃ 

0.2～0.4未満 
Ｄ 

平　均 
全 

0.5

27.2

10.7

4.6
0.6

12.1

29.6

18.7

12.5

0.4

4.0
0.6

16.9

25.1

2.9
1.1

36.7

13.6

1.7

2.3

※財政力指数については、Ｐ１６を参照してください。

◎グループ別の該当団体
Ａ　大和町・女川町
Ｂ　仙台市・石巻市・塩竈市・白石市

名取市・角田市・多賀城市・岩沼市
大崎市・富谷市・大河原町・柴田町
亘理町・七ヶ浜町・利府町・大衡村

Ｃ　気仙沼市・東松島市・蔵王町・村田町
松島町・大郷町・美里町

Ｄ　登米市・栗原市・七ヶ宿町・川崎町
丸森町・山元町・色麻町・加美町
涌谷町・南三陸町

市町村別歳入構成比（令和元年度）

―用語解説―――――――――――――
一般財源　財源の使途が特定されず、どのような経費
にも使用することができるものをいいます。
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（２）自主財源と依存財源
市町村の財源は、自主財源（地方税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税な
ど、国又は都道府県から交付される収入）に分けられ、自主財源の多寡は市町村の財政運営の
自主性、安定性に影響を与えます。

4

6

6

8

1

2

丸森町

村田町・川崎町・大郷町・加美町
色麻町・涌谷町・美里町・南三陸町

蔵王町・七ヶ宿町・大河原町
柴田町・利府町・大衡村

1

石巻市
塩竈市

亘理町・山元町・松島町
七ヶ浜町・大和町・女川町7

白石市・角田市
栗原市・大崎市

仙台市・気仙沼市・名取市・多賀城市
岩沼市・東松島市・富谷市

登米市

50％以上

（市部） （町村部） 

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

自主財源の割合別団体数（令和元年度）

歳入決算額の推移
単位：億円（％）（億円）

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
Ｈ22 23 24 25 26 27 28 29 Ｒ1年度30

23,239

20,595
19,844 19,512

計 15,053

9,510

4,235
（44.5）

1,987
（20.9）

5,274
（55.5）

3,138
（33.0）

15,927 15,687 15,121

4,356
（27.3）

3,793
（23.8）

11,572
（72.7）

2,805
（17.6）

6,238
（26.8）

3,497
（15.0）

17,001
（73.2）

3,018
（13.0）

8,557
（41.5）

3,057
（14.8）

12,039
（58.5）

3,155
（15.3）

10,006
（50.4）

9,838
（49.6）

3,261
（16.4）

2,811
（14.2）

3,164
（16.2）

9,417
（48.3）

10,095
（51.7）

3,311
（17.0）

16,93716,937

7,551
（44.6）

9,386
（55.4） 8,252

（52.6）

3,375
（19.9）

2,627
（15.5）

3,432
（21.9）

2,433
（15.5）

7,435
（47.4）

7,942
（52.5）

うち
地方税
3,432
（21.9）

うち地方交付税
2,433
（15.5）

7,179
（47.5）

依存財源
7,529
（50.0 ）

2,409
（15.9）

3,687
（24.4）

自主財源
7,524
（50.0）

うち地方交付税
2,548
（16.9 ）

うち
地方税
3,771
（25.1 ）

自主財源・依存財源の割合の推移

H22 23 24 25 26 27 28 29
0

10

20

30

40

50

60

70

80
（％）

R1年度30

依存財源

自主財源

地方交付税

国庫支出金

地方債

地方税

17.9 19.9
21.9

24.4 25.1 

6.6 6.3 6.6 6.8 7.3

16.2
15.5 15.5

15.2

17.0

14.8

51.7
55.4

52.6 52.5
50.0

50.048.3
44.6 47.4 47.5

12.6

42.7

23.4
30.6

12.0

7.6
5.5 5.2 6.0

20.9 23.8
15.0

14.8 14.2

33.0

17.6

13.0

15.3 16.4

55.5

72.7 73.2

58.5

50.4

44.5

27.3

26.9
26.8

41.5
49.6

15.9
15.6

16.9
16.6

増減Ｒ１年度Ｈ３０年度
割合決算額割合決算額割合決算額
▲２．５▲４１８５０．０７，５２４５２．５７，９４２自主財源

２．５３５０５０．０７，５２９４７．５７，１７９依存財源

自主財源
50.0%

依存財源
50.0％

〔内訳〕｠
・地方税
・分担金及び
　負担金
・使用料
・手数料
・財産収入
・寄附金
・繰入金
・繰越金
・諸収入

〔内訳〕｠
・国庫支出金
・県支出金
・地方交付税
・地方譲与税
・地方債

（令和元年度）

（単位：億円、％）
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（３）市町村税の収入実績
令和元年度の市町村税収入済額は、３，７７１億円と前年度から２．３％増加しました。
税目別に見ると、市町村民税は前年度比１．２％増の１，８０２億円で構成割合４７．８％となりまし

た。これは、全国的に景気が堅調であり、本県においても個人所得が増加したことに伴い、市
町村民税の所得割を納める納税義務
者が増加していること等によるもの
です。なお、法人税割は、前年度比
６．２％の減となり、震災以前と比較
すると２８．４％の増となっています。
また、固定資産税は前年度比

３．７％増の１，４７２億円で構成割合が
３９．１％となりました。これは、沿岸
部における被災代替特例措置対象が
減少したこと、震災復興に伴う新規
設備投資や機器の更新により資産が
増加したこと等によるものです。
他の普通税では、軽自動車税等

（構成割合１．４％）が前年度比２．６％
増、目的税では、事業所税（構成割
合１．５％）が前年度比２．６％増、都市
計画税（構成割合５．６％）が前年度
比３．５％増となっています。

市町村税の構成（令和元年度）
（国民健康保険料（税）を除く）

事業所税
57（1.5）入湯税等

5（0.1）

目的税
273（7.2）

単位：億円（％） 

個人分
1,442
（38.2）

市町村
民　税
1,802
（47.8）

普通税 3,498
（92.8）

固　定
資産税
1,472
（39.1）

軽自動車税等
54（1.4）

交付金
12（0.3）

市 町 村
たばこ税
170（4.5）

法人分
360
（9.6）

土地
463

（12.3）

家屋
670

（17.8）

償却資産
327
（8.7）

県全体
3,771億円

都　市
計画税
211
（5.6）

市町村税収入済額（税目別）の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（億円）

H22 23 24 25 26 27 28 3029 R1年度

単位：億円（％）

市
町
村
民
税 

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

3,138

251（8.0）

186（6.0）

1,401
（44.6）

1,300
（41.4）

2,805

219（7.8）

209（7.5）

1,219
（43.4）

1,158
（41.3）

3,155

240（7.6）

232（7.4）

1,416
（44.9）

1,267
（40.2）

3,018

223（7.4）

216（7.2）

1,217
（40.3）

1,362
（45.1）

3,261

238（7.3）

235（7.2）

1,290
（39.5）

1,499
（46.0）

3,311

246（7.4）

235（7.1）

1,311
（39.6）

1,519
（45.9）

3,3753,375

252（7.5）

235（7.0）

1,358
（40.2）

1,530
（45.3）

3,4323,432

258（7.5）

224（6.5）

1,393
（40.6）

1,557
（45.4）

3,687

265（7.2）

221（6.0）

1,420
（38.5）

1,781
（48.3）

計3,771

273（7.2）

224（5.9）

1,472
（39.1）

1,802
（47.8）
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収入率は、県全体で９７．６％（前年度９７．５％）と前年度より０．１ポイント上回りました。市町村
別の状況については、２０団体で前年度の収入率を上回りました。
主な税目別の収入率は、市町村民税は９７．５％（前年度９７．５％）で前年度と同率となり、固定
資産税は９７．５％（前年度９７．３％）で前年度を０．２ポイント上回りました。
次年度に繰越される収入未済額は８５億円と前年度から１億円（１．３％）減少となり、９年連続
で収入未済額が減少となっています。これは、収入率向上に向けた取組の強化により、収入率
が上昇していること等によるものです。

次年度に繰越される収入未済額と収入率の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税

（百万円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（％）

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

92.0

91.0

90.0

89.0

88.0

87.0

H22 23 24 25 26 27 28 29 R1年度30

市町村民税 固定資産税 その他普通税 
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率） 

目的税 

7,891
（48.4）

979
（6.0）
347（2.1）

7,074
（43.5）

1,788
（6.7）

440（1.7）

13,340
（50.1）

11,042
（41.5）

26,610

90.6

91.6

91.8

1,507
（6.5）
411（1.7）

11,633
（50.1）

9,681
（41.7）

23,232

90.2

91.5

91.6

9,823
（49.7）

8,320
（42.1）

93.9

93.3
93.4

94.8

94.6

91.8

16,291

819
（5.8）
375
（2.7）

6,751
（48.1）

6,084
（43.4）

14,029

94.5

95.4

692
（5.7）
332
（2.8）

5,707
（47.4）

5,308
（44.1）

12,039

95.7

95.3

96.2

96.8

97.1

97.1

96.1

96.7
96.3

96.7

4,252
（46.2）

4,059
（44.1）

424
（4.6）

468
（5.1）

9,203

4,318
（50.3）

3,454
（40.3）

410
（4.8）

394
（4.6）

8,576

4,787
（45.1）

4,819
（45.4）

431
（4.0）

580
（5.5）

10,617

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

4,338
（51.2）

3,412
（40.3）

312
（3.7）

405
（4.8）

計 8,467

97.3

97.697.5 97.5
97.5
97.5

1,243
（6.3）
1,243
（6.3）

383（1.9）

19,769

※「収入未済額」＝「調定済額」－「収入済額」＋「還付未済額」－「不納欠損額」
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（４）地方交付税の概要
地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な
行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障するためのもので、一定の基
準により、国税の一定割合を国が交付する税です。
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体がその住民
から徴収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方
公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代
わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分しています。つまり、地方交付税は「国が
地方に代わって徴収する地方税」といえます。

全国の地方交付税総額については、平成１６年度からの三位一体改革等に伴い地方税収が増加
したため、減少傾向にありました。しかし、平成２０年のリーマンショックを発端とした景気低
迷の影響等も踏まえ、国の加算措置がとられるようになり増加に転じました。平成２３年度には
東日本大震災に対処するため、特別交付税が増額されたこと、さらに通常の地方交付税とは別
枠で震災復興特別交付税が創設されたことにより、これまでにない規模の額となりました。そ
の後、景気回復による税収の伸び等により、地方交付税総額は再び減少傾向となっています。

県内市町村の地方交付税額等及び全国の地方交付税総額の推移
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Ｈ22 23 24 25 26 Ｒ1年度3028 2927
普通交付税 

地方交付税全国総額（補正後ベース）A
臨時財政対策債 特別交付税 震災復興特別交付税 

Aのうち国税四税分（平成26年度以前は国税五税分）
注）平成23年度以降の地方交付税全国総額は、普通交付税、特別交付税の交付額に震災復興特別交付税交付額を加えた額です。

181,580 186,251 186,444
178,002

256,981

430,947

402,037

355,987

328,052

17,124

69,340

123,694

16,906
16,784

146,306 110,962

58,277 51,662 52,381 50,239

170,253

16,118

94,694

46,987

167,047

16,809

132,583

41,489

162,261

15,749

84,709

35,285

171,936

187,522 182,898
175,955

174,314

357,928

173,906 172,390
167,680 165,482

114,165
108,958 120,103107,781

128,584

145,664 137,930
141,385

298,004

159,799

15,656

67,819

42,582

285,856

152,597

15,501

72,316

41,913

282,327

普通交付税
154,874

特別交付税
25,009

震災復興特別交付税
74,944

臨時財政対策債
35,124

計 289,951

151,691

167,393

146,513
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●特別交付税（特別な財政需要に対する財源保障）
焔特別交付税

普通交付税の基準財政需要額の算定方法では捕そくされない除排雪、公立病院、離島航
路維持等の経費のほか、災害発生による応急復旧・災害復旧など特別の財政需要に対して
特別交付税が交付されます。
焔震災復興特別交付税

東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、地方債により措置する
のではなく、その全額を震災復興特別交付税で措置することにより、被災団体の実質的な
財政負担をゼロとする対応がとられました。
なお、平成２８年度からは被災自治体の「自立」につなげていく観点から、一部事業の地
方負担分への措置率が９５％となっています。

令和元年度県内市町村普通交付税算定結果

包
括
算
定
経
費

公
債
費

個
別
算
定
経
費
　 

基準財政需要額
（振替前）
529,610百万円

A

基準財政需要額
（縮減後・振替後）
487,450百万円

Ｂ
（Ａ－縮減額－臨時財政対策債振替額）

交付基準額
（錯誤後）
155,296百万円

Ｄ
（Ｂ－Ｃ+不交付団体の財源超過額＋錯誤額）

交付決定額
154,874百万円
（Ｄ－調整額）

一
般
財
源

交
付
基
準
額
（
錯
誤
後
）

基準財政収入額
333,507百万円

Ｃ

目
的
財
源

調整額
422

錯誤額
191

不交付団体の
財源超過額
1,161

包括算定経費
50,811

公債費
63,305

総務費
31,147

産業経済費14,197

厚生費
193,613

教育費
80,174

土木費
50,449

消防費
32,131

地域の元気創造事業費6,342
人口減少等特別対策事業費7,441

基準財政需要額
（縮減後・振替後）

487,450

臨時財政対策費
振替額
35,124

縮減額
7,036

交付基準額
（錯誤前）
153,943

交付決定額
154,874

普通税
270,162

税交付金
45,196

地方譲与税8,703
その他4,263

地方譲与税等932
目的税4,251

155,296155,296

基準財政需要額　各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって算定した額です。
基準財政収入額　地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な常態において徴収が見込まれる税収入を一定の
方法によって算定した額です。標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、７５％の額とされています。
臨時財政対策債　地方の財源不足を埋めるため、平成１３年度から地方財政法第５条の特例として発行されている地方債のこと
です。各地方公共団体の財源不足額及び財政力を考慮して発行可能額を算出し、基準財政需要額の一部が臨時財政対策債発行
可能額に振り替えられています。なお、臨時財政対策債に係る元利償還金相当額は、後年度の基準財政需要額に全額算入され
ることになっています。
合併算定替　合併市町村に係る普通交付税の算定方法の特例で、合併後の一定期間に限って、普通交付税の額が合併前の状態
における額より減少しないようにするための特別な算定方法です。

普通交付税の算式
普通交付税額
＝財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額）＋

錯誤額－調整額（基準財政需要額×調整率）

※調整額：普通交付税の総額が財源不足額の総額に満
たない場合に、財源不足額の総額を普通交
付税の総額と一致させるために調整される
額のことをいいます。

※錯誤額：交付税算定後において、基準財政需要額ま
たは基準財政収入額に異動の生じた額のこ
とをいいます。

※縮減額：合併算定替により算定された普通交付税の
額が、段階的に縮減される額のことをいい
ます。

（注）１．構造説明のため、数値とグラフの長さが合わ
ない箇所があります。

２．表示単位未満四捨五入のため合計と積み上げ
額が一致しない場合があります。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

●普通交付税（標準的な行政運営に対する財源保障）
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（１）歳出構造
令和元年度の歳出は１兆４，０１８億円で、前年度に対して２４億円（０．２％）の増加となりました。
地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」
と、歳出を行政目的により分類した「目的別分類」があり、それぞれ以下のグラフのとおりと
なっています。

性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、普通建設事業費、物件費など、予算や決算の区分である節を基準として分
類したものです。また、経費を「義務的経費」「投資的経費」「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を測定することができます。
目的別分類　歳出をその行政目的によって、総務費、民生費、土木費、教育費など、予算や決算の区分である款及び項を基準
として分類したものです。

歳出決算の構造（令和元年度）
（性質別）

県　　全　　体
（14,018億円）

仙　　台　　市
（5,206億円）

町　　村　　部
（2,384億円）

全　　　　　国
 

市部（仙台市除く）
（6,428億円）

東日本大震災分
（3,294億円）

14.8% 8.1% 14.8% 16.7% 3.8% 11.8% 8.8% 9.6% 11.6%

人件費 公債費 扶助費 物件費普通建設事業費 繰出金補助費等 その他災害復旧事業費

37.3% 12.9% 2.6% 6.4% 11.4% 25.9%

1.6%1.6% 0.3%1.7%1.7%

21.8% 11.3% 21.9% 10.5%

0.4%

12.3% 6.4% 6.0% 9.4%

10.1% 6.2% 11.4% 19.5% 5.5% 10.6% 9.7% 13.0% 14.0%

11.9% 6.0% 8.7% 22.5% 6.8% 14.1% 12.0% 8.1% 9.9%

15.9% 9.2% 23.5% 13.3%

0.8%

13.2% 9.3% 8.7% 6.1%

（目的別）

県　　全　　体
（14,018億円）

東日本大震災分
（3,294億円）

仙　　台　　市
（5,206億円）

市部（仙台市除く）
（6,428億円）

町　　村　　部
（2,384億円）

18.4% 19.2% 9.2% 6.6% 15.2% 12.4% 6.8% 6.0% 6.1%

全　　　　　国
 

18.5% 20.6% 7.3% 4.7% 22.7% 5.5% 6.2%8.7% 5.9%

10.5% 33.1% 6.6% 10.5% 19.7% 11.4% 7.5%

15.5% 25.0% 7.4% 3.4% 16.9% 13.4% 3.8% 8.1% 6.5%

25.8%

2.9%

7.0%3.2% 41.6% 12.9%

0.4%0.4%0.5%0.5%

その他 災害復旧費教育費土木費農林水産業費衛生費民生費総務費 公債費

1.7%1.7%2.6%2.6%

11.7% 36.9% 8.1%

2.3%

10.9% 12.8%

0.8%

9.2% 7.3%

2.3%

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

歳　出３
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市町村別目的別歳出構成比（令和元年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

10.5 33.1 6.6 0.5 10.5 19.7 11.4 7.5

25.6 12.5 4.3 3.1 32.5 5.6 9.4 3.3 3.7

11.7 33.7 6.8 3.9 15.2 9.1 3.8 7.8 8.1

16.4 10.9 4.9 11.2 29.6 4.7 10.5 8.0

16.7 31.9 12.3 3.0 5.3 10.2 2.0 7.6 10.9

11.6 23.0 4.8 1.5 34.7 8.9 2.9 6.8 5.8

21.9 25.2 10.6 4.1 9.8 11.7 7.3 6.5

15.1 31.1 5.7 18.1 11.5 11.7 4.8

28.2 32.8 6.1 5.9 8.0 8.9
0.3
4.7 5.0

10.4 28.4 17.0 6.4 7.7 13.0 9.4 6.7

13.7 24.7 11.0 8.4 8.5 12.0 1.7 12.3 7.8

21.4 16.3 3.5 3.3 27.5 12.3 5.0 4.8 5.9

11.0 29.4 13.6 4.2 12.7 11.5 1.3 9.4 6.8

16.2 37.7 7.4 6.9 17.1 5.21.6 7.2

14.6 22.2 10.9 6.0 11.0 18.0 6.3 9.4

24.0 11.0 10.5 9.3 8.3 8.8 1.2 8.4 18.4

12.1 30.4 11.8 8.9 21.8 1.8 5.1 6.5

13.8 23.6 11.9 4.2 8.6 14.2 2.7 13.2 7.8  

17.7 27.2 10.2 2.4 10.9 15.4 8.5 6.5

17.1 24.8 11.9 6.9 10.5 10.8 1.1 5.9 11.0

15.2 20.9 22.8 7.0 5.1 5.3 9.5 7.6 6.5

27.5 21.1 7.3 3.2 20.5 7.9 1.5 4.6 6.5

20.4 14.2 15.7 22.8 10.4 2.0 5.0 6.2

19.1 18.0 5.5 4.2 27.9 7.7 6.0 5.3 6.1

20.0 23.4 7.2 1.4 21.5 14.5 4.5
0.3

7.2

13.2 26.4 6.5 7.2 5.8 26.2 1.0 8.2 5.5

12.6 27.2 10.7 2.7 14.1 17.9 3.6 4.2 7.0

18.0 22.8 7.3 6.8 9.0 13.2 9.9 7.3 5.8

16.6 22.1 8.6 4.8 17.6 10.3 3.9 8.1 8.0

12.9 21.3 17.4 9.3 10.5 11.2 7.71.6 8.2

13.7 26.9 6.7 5.7 11.8 14.3 1.0 12.2 7.7

16.3 31.0 10.5 6.4 7.3 11.5 1.5 6.78.7

14.5 28.3 9.8 5.7 8.2 16.0
0.1

5.911.5

28.5 4.8 11.2 10.9 26.4 4.89.3 3.2

14.6 6.7 4.7 8.8 14.7 6.6 36.3 3.7 4.0

1.0

1.3

2.7

4.0

0.4

1.7
0.7

1.6

0.9

3.4

民生費 その他公債費災害復旧費農林水産業費衛生費総務費 土木費 教育費

0.7

1.2

目的別
1兆4,018
億円

総務費
15.5％

その他
6.5%

公債費
8.1%

教育費
13.4%

災害復旧費

土木費
16.9%

農林水産業費 3.4%

衛生費
7.4％

民生費
25.0％

3.8%

増減率増減額R１年度H３０年度経費区分

８．０１６０２，１７１２，０１１総 務 費

３．４１１６３，５０４３，３８８民 生 費

▲３．７▲４０１，０３２１，０７２衛 生 費

▲６．６▲３４４８２５１６農林水産業費

▲１８．２▲５２８２，３７１２，８９９土 木 費

１５．５２５３１，８７９１，６２６教 育 費

２９．４１２１５３３４１２災 害 復 旧 費

１．８２０１，１３４１，１１４公 債 費

▲４．７▲４５９１２９５７そ の 他

０．２２４１４，０１８１３，９９４歳 出 合 計

（令和元年度） （単位：億円、％）



１２

（２）経費別決算額の推移
義務的経費は、前年度と比較して３．３％増の５，２７９億円で、歳出総額に占める割合は３７．７％と

なりました。一方、投資的経費は、復興関連事業の減少などにより、前年度と比較して７．０％減
の２，８７３億円、歳出総額に占める割合は２０．５％となりました。

歳出決算額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
（億円）

28H22 23 24 25 26 27 30 R1年度29

単位：億円(％)

9,136

1,071
（11.7）

3,702
（40.5）

4,364
（47.8）

14,995

2,068
（13.8）

8,128
（54.3）

4,799
（32.0）

21,521

2,703
（12.6）

14,408
（66.9）

4,409
（20.5）

17,785

5,127
（28.8）

8,159
（45.9）

15,343

4,781
（31.2）

5,877
（38.3）

4,685
（30.5）

2,074
（14.4）

17,297

5,530
（32.0）

7,236
（41.8）

4,531
（26.2）4,500

（25.3）

14,452

3,760
（26.0）

5,588
（38.7）

5,105
（35.3）

2,074
（14.4）

13,994

3,090
（22.1）

5,791
（41.4）

5,113
（36.5）

2,046
（14.6）

18,432

投資的経費
2,873
（20.5）

その他
5,866
（41.8）

義務的経費
5,279
（37.7）
うち人件費
2,069
（14.8）

4,181
（22.7）

9,847
（53.4）

4,404
（23.9）

1,647
（18.0）

1,635
（10.9）

1,567
（8.5）

1,589
（8.9）

1,610
（9.3）

1,608
（10.5）

1,589
（7.4）

計14,018

義務的経費・投資的経費の割合の推移

28H22 23 24 25 26 27 30 R1年度29

（％）

13.3

7.7
8.4

6.0

14.4

7.4

26.0

13.8

35.3

47.8

32.0

20.5

23.9

22.7

8.5 9.5

8.5
6.9

22.1

36.5

28.8

6.9

25.3

14.0

7.9

14.6

義務的経費

投資的経費

人件費
扶助費

公債費

12.6

8.9

12.3

31.2

7.8

30.5

10.5
10.1

32.0

6.8

26.2

9.37.1

11.7

15.9
18.0

13.8
12.7

10.9

0

10

20

30

40

50

20.5

37.7

14.8

8.1

14.8

義務的経費　人件費、扶助費、公債費が該当します。支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直性の高
い経費です。
投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等で、その支出の効果が資本形成に向けられる経費です。義務的経費に対して、
この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高いといえます。
普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

増減率増減額R１年度H３０年度経費区分
１．２２４２，０６９２，０４６人 件 費
１．８２０１，１３１１，１１１公 債 費
６．３１２３２，０７９１，９５６扶 助 費
３．３１６６５，２７９５，１１３義 務 的 経 費 計

▲１２．７▲３４０２，３４１２，６８１普通建設事業費
▲１７．４▲３１５１，５０１１，８１６うち、補助事業
▲４．０▲３３７９２８２５うち、単独事業
３０．０１２３５３３４１０災害復旧事業費
▲７．０▲２１７２，８７３３，０９０投 資 的 経 費 計
９．８１４８１，６５７１，５０９物 件 費

▲１４．５▲２０９１，２３９１，４４９補 助 費 等
２．１２８１，３４２１，３１４繰 出 金
７．１１０９１，６２７１，５１８そ の 他
０．２２４１４，０１８１３，９９４歳 出 合 計

○主な増減理由
扶助費…幼児教育・保育の無償化による施設型給付費の増加など
災害復旧事業費…令和元年東日本台風の災害復旧費の増加など

性質別
1兆4,018
億円

人件費
14.8%

公債費
8.1%

扶助費
14.8%

普通建設事業費
16.7%

投資的経費
20.5％

義務的経費
37.7％

災害復旧事業費
3.8%

物件費
11.8%

補助費等
8.8%

繰出金
9.6%

その他
11.6%

（令和元年度）
（単位：億円、％）
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普通建設事業費の内訳の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

450,000

400,000

350,000

300,000

250,000

H22 24 25 27 2826 30 R1年度2923

36,879
46,418

110,622

268,993

2,519 2,415 1,695 1,442 1,560 1,531 1,326 2,658

63,025

46,48146,481
54,158

58,763 71,097

1,301 2,658

421,027

347,993

1,391 3,410

80,983
75,438

1,163 4,748

245,012

181,608

77,962

836 4,149

391,433391,433

補助事業費
単独事業費
国直轄事業負担金
県営事業負担金

82,521

1,028 2,902

150,083

79,243

1,379 3,351

義務的経費の割合別団体数（令和元年度）

3

1

40～45%未満

35～40%未満

30～35%未満

25%未満 

村田町塩竈市・白石市・多賀城市
登米市・栗原市・富谷市

角田市・岩沼市
大崎市

大河原町・柴田町・利府町
大衡村・加美町・涌谷町・美里町

名取市 蔵王町・川崎町・七ヶ浜町
大和町・大郷町・色麻町

七ヶ宿町・丸森町
亘理町

山元町・松島町
女川町・南三陸町

（町村部） 

7

1

6

6

3

3

4

25～30%未満

45～50%未満

石巻市・気仙沼市
東松島市

50%以上 

（市部） 

仙台市1

投資的経費の割合別団体数（令和元年度）

20%以上 

15～20%未満

10～15%未満

10%未満 

（町村部） （市部） 

9

6

5

1

4

3

7

大河原町・亘理町・山元町・松島町・七ヶ浜町
利府町・大郷町・女川町・南三陸町

石巻市・気仙沼市
名取市・東松島市

蔵王町・七ヶ宿町・柴田町
丸森町・大和町・大衡村

村田町・川崎町・加美町
涌谷町・美里町

色麻町

多賀城市・登米市
大崎市

仙台市・塩竈市・白石市・角田市
岩沼市・栗原市・富谷市



１４

（１）経常収支比率の状況
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、
依然として硬直的な財政状況が続いており、
○単純平均　９４．１％（前年度比１．０ポイント上昇）
○加重平均　９７．０％（前年度比１．４ポイント上昇）
となりました。

また、段階的分布状況を見ると、９０％以上
が２９団体、８０％以上９０％未満が６団体となっ
ています。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市
利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

大郷町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

松島町

経常収支比率の推移（平均は単純平均）

75 

0 

80 

85 

90 

95 

100 

105 
（％） 

H22 23 24 25 26 27 28 30 R1年度29

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 　 　 　 　 国

87.0
（93.1）

86.9
（92.9）

85.0
（92.5）

86.5
（92.5）

88.1
（93.8） 86.3

（91.3）

88.7
（92.9）

89.6
（94.1）

93.1
（98.2）

91.4
（96.1）

95.5
（100.8）97.4

（106.8）

90.4
（94.9）

94.1
（98.3）
92.3

（96.3）

　96.6 
（100.8）

　98.7 
（106.6）

90.9
（94.5）

（　）は減収補塡債（特例分）、臨時財政対策債を
経常一般財源から除いた経常収支比率

88.2
（94.6）

86.8
（92.5）

84.9
（91.5）

87.8
（93.0）

93.9
（101.4）

95.8
（104.2）

88.5
（97.1）

97.3
（109.6）95.4

（107.9）
96.5

（109.6）

101.5
（115.6）

90.8
（96.9）

89.0
（94.8）

89.8
（95.9）

93.4
（99.9）

98.2
（109.5）

91.2
（98.5）

89.5
（96.0）

86.4
（93.9）

89.6
（95.5）

91.6
（96.4）

89.9
（94.4）

93.8
（98.8）

99.4
（107.4）

92.9
（97.7）

91.6
（96.0）

94.5
（99.7）

98.5
（108.2）

89.2
（94.5）

87.7
（92.5）

96.2
（105.1）

91.5
（97.2）

全国

宮城県

経常収支比率　地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられ、地方税や普通交付税等の毎年度継続して
入ってくる使い道の自由な収入（経常的一般財源）が、どれくらいの割合で人件費、扶助費、公債費等のように容易に削減す
ることのできない経常的経費に充てられているかを数値として表したものであり、近年では全国の市町村の平均が９０％前後で
推移しています。
＜算式＞
　　　　経常収支比率＝――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　×１００

団体数
団体色区　分

計町村市

０００　７５％未満

０００　７５～８０％未満

１１０　８０～８５％未満

５５０　８５～９０％未満

２９１５１４　９０％以上

３５２１１４　計

歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源
歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減収補填債特例分＋臨時財政対策債

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（令和元年度）

財政構造４

※平均値の種類について
単純平均…各計欄に該当する市町村の指標数値を積み上

げ、当該市町村数で除したもの。
加重平均…指標算定式の要素を積上げ、算定式に基づい

て計算したもの。



１５

（２）実質公債費比率の状況
実質公債費比率（平成２９～令和元年度の
３ヶ年平均）は、
○単純平均　６．３％（前年度比０．３ポイント低下）
○加重平均　６．４％（前年度比０．７ポイント低下）
となりました。

なお、起債許可団体となる１８％以上の団体
はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１０７３　５％未満

２１１０１１　５～１０％未満

４４０　１０～１５％未満

０００１５～１８％未満

０００１８％以上

３５２１１４　計

（令和元年度）

（３）将来負担比率の状況
将来負担比率は、
○単純平均　２８．９％（前年度比２．２ポイント上昇）
○加重平均　３３．１％（前年度比４．７ポイント低下）
となりました。

なお、早期健全化基準（３５０％）を上回る
団体はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１８９９　負担額なし

９８１　５０％未満

５２３　５０～１００％未満

３２１　１００～１５０％未満

０００　１５０％以上

３５２１１４　計

（令和元年度）

実質公債費比率、将来負担比率　P２５参照
―用語解説――――――――――――――



１６

（４）財政力指数の状況
財政基盤の強さを示す指標である財政力指
数（平成２９～令和元年度の３ヶ年平均）は、
○単純平均　０．５５（前年度比０．０１ポイント上昇）
○加重平均　０．６９（前年度比０．０１ポイント上昇）
となりました。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

２２０１．０以上

１６６１０　０．５～１．０未満

７５２　０．４～０．５未満

１０８２　０．３～０．４未満

０００　０．２～０．３未満

００００．２未満

３５２１１４計

（令和元年度）

財政力指数の推移
（３ヶ年の平均値）　（平均は単純平均）

0
H22 23 24 25 26 27 28 30 R1年度29

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.480.49

0.52

0.48

0.51

0.84 0.850.850.86
0.87

0.49
0.51

0.53 0.53

0.50 0.49
0.49

0.490.49

0.51

0.91

0.49 0.50

0.55

0.91 0.91
0.91

0.50 

0.53 0.51
0.53 

0.55 0.56
0.54
0.52

0.51

0.89 

0.50 0.50 

0.51 0.52 
0.52 

0.50

0.57
0.55
0.53
0.51

0.52

0.49
0.49

全国

宮城県

財政力指数　基準財政収入額を基準財政需要額で割り出して得た数値の過去３ヶ年の平均値をいい、この数値が大きいほど財
政力が強いとみることができます（基準財政収入額・基準財政需要額についてはＰ９参照）。
＜算式＞
　　　財政力指数（単年度）＝―――――――――――基準財政収入額

基準財政需要額

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　



１７

（５）将来にわたる財政負担の推移
地方債の令和元年度末現在高は、１兆３，４５０億円（前年度１兆３，３８７億円）となっており、依
然として多額の債務を抱えている状況です。
また、地方債現在高に、将来的に支出が伴う債務負担行為を加えると１兆６，２０１億円（前年度
１兆６，４６６億円）となっており、将来にわたる財政負担は前年度よりは減少しているものの、依
然として財政構造の硬直化が懸念されます。

地方債現在高の状況
（令和元年度末現在高）　

将来にわたる財政負担の推移

単位 : 億円（％）

うち地域総合
整備事業債

4,849
（36.1）

1,201
（8.9）

1,076（8.0）

うち旧合併
特例事業債

その他

3,401
（25.3）

臨時財政
対策債

公共事業
等債
554
（4.1）

財源対策債
413（3.1）

減税補塡債
195（1.4）

2,046
（15.2）

過疎対策事業債
355（2.6）

社会福祉施設
整備事業債
74（0.6）

厚生福祉施設
整備事業債
1（0.0）

942
（7.0）

一般廃棄物処理事業債

公共用地先行取得等事業債
11（0.1）

学校教育施設等
整備事業債
712（5.3）

公営住宅建設事業債
754（5.6）

うち地方道路等
整備事業債

その他
一般単独債

県全体
1兆 3,450
億円

一般単独
事業債

182（1.4）

84（0.6）

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000
（億円）

16,466 16,201

3,078

13,387

16,375

3,648

12,727

18,275

5,346

12,929

18,772 18,470

5,858

12,913

18,470

5,415

13,056

17,138

29H22 23 24 25 26 27 28 30 R1年度

14,312

1,737

12,575

3,819

13,319

17,404

4,042

13,362

17,977

4,660

13,317

2,751

債務負担
行為

13,450

地方債
現在高

地方債の借入額と公債費の推移

1,265

1,052

213

1,143

1,259

1,053

206

1,204

1,282

1,086

196

1,288

1,220

168

1,0521,195

1,193

1,0601,063

134

1,173

1,0201,281

153
1,110

9951,037

115

1,263

183

1,0801,061

1,111

102

1,0101,035 1,010借入額
1,106

1,131
公債費

利息
88

元金
1,044

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
(億円)

（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年度

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 宮城県 )

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 全国 )

6.6 6.8

12.0

7.6

5.5
5.2

6.36.6
6.0

9.6 8.7
9.2

9.6
9.1

8.7 8.3 8.5 8.4

7.3

8.5

債務負担行為　歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務
を負担する行為につき、その行為の内容として定めておくものであり（地方自治法第２１４条）、将来の支出を伴うものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



１８

（１）基金の状況
令和元年度末における積立金現在高は、県全体で５，７４９億円となり、前年度（６，２１４億円）と
比較して４６５億円（７．５％）の減となりました。

〔内訳〕
○財政調整基金　　　　１，４６３億円（２．８％減）
○減債基金　　　　　　　２５９億円（２．７％減）
○その他特定目的基金　４，０２７億円（９．４％減）

積立金現在高の推移

基金　ある特定の目的のために財産を維持し基金を積み立てるため、又は定額の資金を運用するために設けられる基金のこと
をいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金といい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができますが、その
設置は条例によることとされています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年度間の財源調整５

H22 23 24 25 30 R1年度29
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
(億円)

単位 : 億円（％）

2,088

4,019

795（38.1）
186（8.9）

222（5.5）

1,032
（25.7）

282（2.6）

1,636
（14.8）

1,107
（53.0）

2,765
（68.8）

9,108（82.6）

26 2827

10,605

263（2.5）

1,492
（14.1）

8,851（83.5）

11,026

283（2.6）

1,651
（15.1）

9,023（82.3）

10,957

284（3.4）

1,722
（20.5）

6,402（76.1）

8,407

1,616
（22.2）

286（3.9）

5,374（73.9）

7,277
290（3.0）

1,757
（18.2）

7,605（78.8）

9,652

7,762
84
10

8,439
534
21

8,239
489
26

7,667 7,884 7,723

6,753
474
27

5,381
510
29 4,185

6,252 4,843 3,686

31
467

1,505
（24.2）

266（4.3）

4,442（71.5）

6,214

3,164

2,701

30
433

1,463
（25.5）

財政調整基金

259（4.5）
減債基金

特定目的基金
4,027（70.0）

計 5,749

計 2,662

特定目的基金
2,230

減債基金
34

財政調整基金
398

う
ち
震
災
分

（市部） （町村部）

10億円以上
仙台市
石巻市

5億円以上

10億円未満

1億円以上

5億円未満

0億円以上

1億円未満

－1億円以上

0億円未満

－5億円以上

－1億円未満

1

2

4

2

2

2

2

5

1 1

12

富谷市 南三陸町

丸森町
美里町

1女川町

蔵王町・大河原町・村田町・柴田町・川崎町・松島町
利府町・大和町・大郷町・大衡村・色麻町・加美町

角田市
東松島市

白石市
多賀城市

－5億円未満
気仙沼市・名取市・登米市

栗原市・大崎市

塩竈市
岩沼市

山元町

七ヶ宿町・亘理町
七ヶ浜町・涌谷町

財政調整基金単年度積立額（令和元年度）

基金の状況（令和元年度）
その他定額運用
72（1.2）

単位：億円（％）土地開発基金
303（4.9）

定額運用基金
　　　375（6.1） 財政

調整基金
　　　1,463
　　　　　　（23.9）

減債基金
259（4.2）

その他特定目的基金
4,027（65.8）

積立基金
5,749（93.9）

県全体
6,123億円

「令和元年度末現在高－平成３０年度末現在高」による。

※うち、東日本大震災分
○財政調整基金 ３９８億円（　８．１％減）
○減債基金 ３４億円（１４．２％増）
○その他特定目的基金 ２，２３０億円（１７．５％減）
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（２）積立金現在高比率
一般財源に対して、どの程度積立金があるかを示す積立金現在高比率は、単純平均では

１２７．７％となり、前年度（１４４．２％）より１６．５ポイント低下しています。その他特定目的基金に
おいて、東日本大震災復興交付金等の復興事業財源を積み立てた基金からの取崩額が多額と
なっていることなどが比率低下の要因となっています。

積立金現在高比率の推移
（％） 

28H22 23 24 25 26 30 R1年度2927

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

350

0 

100

50

150

200

250

300

（財政調整基金+減債基金+その他特定目的基金）
標準財政規模（臨財債含む）

×100

70.7 69.9 
55.8 50.4

261.9

210.9
194.5

179.0
163.5

136.6144.2

153.3
193.6

228.3
244.0 

243.2 
238.7 

37.4

67.260.2

89.4

76.6

268.6

296.9

52.245.2

83.6
89.7

33.0

73.8

97.1

71.2 75.6

79.3 80.0 82.1 83.2 83.1

266.0 261.6

273.2

256.1   266.9

266.7

52.6

全国

宮城県

49.4

119.1
127.7
136.8 

81.6

積立金現在高比率別の団体数（令和元年度）

50～60％未満

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

4

3

1

1

1

大河原町・柴田町
丸森町・美里町

蔵王町・利府町
色麻町

1川崎町

涌谷町

角田市

1
村田町

4

1

2

大崎市

100％以上

80～100％
未満

60～80％未満

（町村部） （市部） 

5 7

1

3　　　　　　　　

七ヶ宿町・亘理町・山元町・松島町
七ヶ浜町・女川町・南三陸町  
  

大和町・大郷町
加美町

石巻市・塩竈市・気仙沼市
岩沼市・東松島市

白石市・多賀城市
栗原市・富谷市

仙台市
登米市

大衡村名取市

財政調整基金　年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期しない税収減や災害発生等の支出増
加等への備えとなります。
減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取崩さ
れます。
特定目的基金　特定の目的（高齢者福祉推進のための財源、文化センターの建設財源、スポーツ振興に資するための財源等）
のための財産の維持又は資金の積立の性質を持つ基金です。この基金については、設置された目的のためでなければ処分する
ことができません。
積立金現在高比率　地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、高いほど将来に対する蓄えがあるということがい
えます。
標準財政規模　地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示すもので、実質収支比率、実質公債費比率、連結実質赤字比率、
将来負担比率などの基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となるため、大きな意味を有しています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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１　決算規模
令和元年度の県内市町村の公営企業会計の決算規模は、以下のとおりです。
〇決算規模　４，２３９億円（前年度比２７億円、０．６％増）
　　　　　　うち、東日本大震災分　４８７億円（前年度比３３億円、６．４％減）

市町村公営企業決算規模構成比の推移

30 R1年度29H22 23 24 25 26 27 28
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

550,000

500,000

（百万円）

そ
の
他

病
　
院

下
水
道

交
　
通

水
　
道

153,793
89,353

137,219 142,864

76,330 82,868

67,575

69,138 70,469

68,286

54,917

67,115 79,960 45,674

46,620

112,997

90,695

105,497 95,859

64,204

477,291

145,827

83,732

66,295

122,203

63,838

463,276463,276

342,610342,610
126,025

147,289

81,900

49,030

32,584

423,176423,176

112,373

158,636

78,970

67,577

65,869

120,262

48,366

59,912 55,969

155,474 148,599

107,056

48,765

83,456

33,368

438,880 445,121445,121

481,895 491,315491,315

421,244421,244

150,591

108,748

46,649

83,343

34,597

計 423,928計 423,928

他会計繰入金　料金収入で賄うことが適当ではない又は困難な経費、つまり、独立採算性になじまない経費に充てるため、一
般会計等から上下水道事業や病院事業等の公営企業会計に対して繰り入れられている財源のことです。繰入金額は、原則とし
て、地方公営企業法の規定や毎年度総務省より示される通知を基準にしており、事業ごとに市町村が算定しています。
収益的支出　一年間の経営活動のために使われる人件費や物件費等の支出のことです。基本的に、サービス提供の対価として
の収入（料金収入等）をもって充てられます。
資本的支出　建設工事や設備導入、企業債償還のための支出のことです。主に､企業債等の収入をもって充てられます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

公営企業会計第２章

増減率増減額Ｒ１年度Ｈ３０年度

１．３１，９９３１５０，５９１１４８，５９９下 水 道

▲０．１▲１１４８３，３４３８３，４５６水 道※

３．７１，２３０３４，５９７３３，３６８交 通

１．６１，６９２１０８，７４８１０７，０５６病 院

▲４．３▲２，１１６４６，６４９４８，７６５そ の 他

０．６２，６８５４２３，９２８４２１，２４４合 計

決算規模
4,239億円

下水道
35.5％

病院
25.7％

水道
19.7％

交通
8.2％

その他
11.0％

市町村公営企業決算規模の推移

30 R1年度H22 23 24 25 26 27 28 29
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
（百万円）

342,610342,610

438,880438,880 445,121445,121

491,315491,315
463,276463,276

423,176423,176 421,244421,244 423,928423,928

477,291477,291 481,895481,895

46,474 46,401 51,563 55,012
82,537 67,288

49,267 52,051

決算規模 決算規模（震災分）

48,723

※　１．決算規模は次の算式により算出しています。　
法適用事業　：　総費用－減価償却費＋資本的支出
法非適用事業　：　総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の合計により算出しています。

（単位：百万円、％）

※簡易水道を含む。
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企業債現在高構成比の推移
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200,000

400,000
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800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（百万円）

30 R1年度29H22 23 24 25 26 27 28

そ
の
他
病
　
院

下
水
道

交
　
通
水
　
道588,581

167,541

138,239
92,037
73,991

1,060,389

570,737

162,664

140,288
104,160

74,188
1,052,037

996,734
1,073,900

537,222

158,743

142,632
93,839
64,297

1,034,410

555,074

159,450

148,383
100,516
70,988

646,469

188,187

133,268
71,297
79,041

627,278

180,511

131,387
80,559
78,659

607,307

173,680

136,345
81,319
75,249

518,232

156,737

138,304
90,113
60,819

501,257

153,219

134,230
86,872
56,735

1,118,262

964,205 932,313

484,306

150,005

129,054
83,049
51,175

計 897,588

1,098,393

３　他会計繰入金
令和元年度の県内市町村の公営企業会計の他会計繰入金は、以下のとおりです。
〇他会計繰入金　１，００１億円（前年度比３６億円、３．５％減）

他会計繰入金構成比の推移
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120,000

110,000

30 R1年度2928H22 23 24 25 26 27

（百万円）

そ
の
他

下
水
道

交
　
通

水
　
道

92,38692,386

36,060

16,837

4,419

28,873

6,197

101,729101,729

47,753

20,241

4,867

22,639

6,229

102,481102,481

53,580

18,713

4,717

21,735

3,736

112,470112,470

64,615

19,214

18,699

5,322

4,620

94,40494,404

59,760

20,850

4,888
6,391

2,514

68,735

20,329

5,454
5,483

3,713

52,256

19,585

17,333

5,037

3,355 病
　
院

66,11466,114

30,535

4,022

12,461

1,846

17,251

94,17294,172

40,039

18,891

5,447

22,078

7,717

103,714103,714
97,56597,565

69,162

19,254

4,761
4,488

2,411

計 100,076計 100,076

２　企業債現在高
　令和元年度の県内市町村の公営企業会計の企業債現在高は、以下のとおりです。
〇企業債現在高　８，９７６億円（前年度比３４７億円、３．７％減）

増減率増減額Ｒ１年度Ｈ３０年度

０．６４２７６９，１６２６８，７３５下 水 道

▲１２．７▲６９２４，７６１５，４５４水 道※

▲１８．２▲９９６４，４８８５，４８３交 通

▲５．３▲１，０７５１９，２５４２０，３２９病 院

▲３５．１▲１，３０２２，４１１３，７１３そ の 他

▲３．５▲３，６３８１００，０７６１０３，７１４合 計

他会計繰入金
1,001億円

下水道
69.1％

病院
19.2％

水道 4.8％

交通 4.5％

その他 2.4％

増減率増減額Ｒ１年度Ｈ３０年度

▲３．４▲１６，９５１４８４，３０６５０１，２５７下 水 道

▲２．１▲３，２１４１５０，００５１５３，２１９水 道※

▲３．９▲５，１７７１２９，０５４１３４，２３０交 通

▲４．４▲３，８２３８３，０４９８６，８７２病 院

▲９．８▲５，５６０５１，１７５５６，７３５そ の 他

▲３．７▲３４，７２５８９７，５８８９３２，３１３合 計

企業債現在高
8,976億円

下水道
54.0％

病院
9.3％

水道
16.7％

交通
14.4％

その他
5.7％

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

※簡易水道を含む。

※簡易水道を含む。
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
経常収支比率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
111.3 
121.6 
99.1 
95.6 
126.3 
105.1 
107.3 
104.9 
101.3 
102.7 
106.6 
106.4 
105.9 
115.2 
97.6 
116.6 
107.5 
100.6 
115.4 
118.2 
102.5 
97.8 
112.7 
107.4 
114.2 
100.5 
103.6 
102.5 
106.3 
104.8 
74.8 
102.2 
112.5 
109.3 
112.1 

令和元年度決算に基づく経営指標
水道事業の経常収支比率
（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

市町村立病院の経常収支比率

0 20 40 60 80 100 120（％）
経常収支比率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
93.8 
101.1 
107.7 
100.3 
91.7 
96.8 
92.3 
88.5 
97.1 
92.5 
86.3 
86.3 
101.0 
94.7 
103.3 
97.3 
87.6 
98.6 
86.3 
90.0 
99.6 
92.7 
84.6 
94.3 
95.4 
93.2 
94.7 
97.7 

水道事業の料金回収率

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
料金回収率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
100.8
116.7
92.4
91.4
121.0
92.1
101.8
98.4
95.6
85.4
98.9
98.3
96.8
106.9
81.1
112.0
93.8
88.0
110.4
108.2
100.3
89.5
106.4
78.9
109.6
93.7
100.5
96.2
104.8
102.2
52.1
89.4
106.1
100.2
104.4

0 20 40 60 80 100 120（％）
病床利用率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院本院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
79.6 
74.6 
55.3 
75.9 
76.9 
52.7 
69.3 
64.2 
71.6 
61.6 
65.8 
66.4 
83.6 
30.8 
81.9 
72.8 
91.3 
84.4 
58.8 
75.8 
74.6 
85.7 
59.0 
62.0 
80.5 
75.2 
72.2 
73.5 

市町村立病院の病床利用率

（上水道事業及び法適用簡易水道事業）
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下水道事業の平均経費回収率
（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
平均経費回収率

仙　台　市
石　巻　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
東 松 島 市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
県　平　均
全 国 平 均

団体名
116.6
62.5
67.5
55.8
120.8
103.7
92.6
85.2
68.6
63.8
79.6
86.2
89.3
88.2
80.4
58.5
97.7
91.3
91.5
96.7
86.4
101.5
78.1
74.5
99.3
90.5
79.3
64.5
93.5
66.4
76.7
69.9
63.3
96.1
37.9
98.3
96.7

経常収支比率　公営企業の分析に用いる指標の一つです。企業の経常的な活動における収益性を表し、１００％で収支が均衡し
ている状態であり、１００％を割り込んでいる場合は費用が収益を上回る状態です。

―――――――――――――――――――　×１００（％）

料金回収率　給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水準等を評価することが可能です。

――――――　×１００（％）

病床利用率　病院の施設が有効に活用されているか判断する指標です。なお、年延入院患者数は毎日２４時現在の在院患者数と
当日の退院患者数を加えたもので、年延病床数は医療法の規定に基づき許可を受けた病床数に入院診療日を乗じて得たもので
す。

―――――――――　×１００（％）

経費回収率　下水道事業の経営分析に用いる指標の一つで、汚水処理に要した経費（維持管理費及び資本費）に対して、どの
程度料金収入で賄えているかを示したものです。一般的には供用開始から年数が経過すると加入者が増加するので、数値が高
くなる傾向にあります。汚水処理の経費については、原則加入者からの料金収入によって賄うこととなっています。

――――――――――――――――――――　×１００（％）

水洗化率　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。

―――――――――――――　×１００（％）

※水洗化率の全国平均については算出されていないため、掲載していません。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年延入院患者数
年延病床数

経常収益（＝営業収益＋営業外収益）
経常費用（＝営業費用＋営業外費用）

下水道事業の平均水洗化率

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
水洗化率

仙　台　市
石　巻　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
東 松 島 市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
県　平　均

団体名
99.7
82.6
97.3
80.1
89.7
98.6
84.4
98.6
95.4
80.7
78.1
81.2
82.1
99.8
87.2
92.3
95.5
86.4
92.9
93.8
90.0
91.8
98.8
93.8
97.9
97.7
90.9
86.3
83.7
78.0
78.4
66.6
78.5
83.9
93.1
94.7

給水単価
給水原価

使用料単価（＝料金収入÷年間有収水量）
汚水処理原価（＝（維持管理費＋資本費）÷年間有収水量）

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成１９年度決算分から、各市町村は
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び
各公営企業の資金不足比率を算定し、公表することとなりました。※算定式については裏表紙参照
令和元年度決算に基づく算定の結果、健全化判断比率が早期健全化基準以上となった市町村
はありませんでした。

実質公債費比率
（早期健全化基準　２５％、財政再生基準　３５％）

将来負担比率
（早期健全化基準　指定都市　４００％、その他　３５０％）

13.0

15.2

15.8

3.1

12.4

13.6

14.4

13.8

12.3

0-3 5 10 15 2520 0 50 100 150 200 250
（単位 :％）

159.4
78.8

0.0
154.6

0.0
136.8

152.4
0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

22.1

0.0

0.0

0.0

33.6

0.0

0.0

0.0
0.0
0.0

28.9

102.5

80.1

15.4

20.3
15.9

103.9
109.3

168.9

157.4

52.3
112.8

37.7

33.1

34.3

27.4

128.5

129.4

109.4

132.9

110.4

106.6

186.6

0.0
0.0

0.0

45.9

0.0

107.9

31.3

101.5 

58.0

32.5

120.3

46.1

139.9

94.5

87.4
138.4

21.7
165.4

65.6

68.0

245.5

151.4

155.7

116.7
178.7

29.5

65.0

0.0
76.8

97.6
147.6

0.0

6.1
13.6

9.3
14.6

6.2
9.1

15.2
6.1

10.4
3.0

10.6
8.2

12.5

12.4
-0.9

8.5
7.1

14.7

17.7
6.4

14.8
7.4

17.1
-2.0

2.3
5.1

16.4
5.8

14.4
-1.0

10.4
13.6

20.9

17.5

11.8
15.3

4.8 12.2

15.9
7.9

14.8

10.9

12.3

15.2

13.8
6.7

14.6

8.1
19.6

10.5

8.3
16.5

6.5

6.3

7.3

6.4

5.8

3.9

1.0

8.2

0.5

3.4

4.9

9.9

3.7

9.1

6.7

仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

富谷市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

県平均（単純）

県平均（加重）

全国平均（単純）

全国平均（加重）

仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

富谷市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

県平均（単純）

県平均（加重）

全国平均（単純）

全国平均（加重）

9.2

H19年度
R1年度

H19年度
R1年度

（単位 :％）

48.1

10.3

9.5

※棒グラフ及び表内の数値は上段が令和元年度数値、下段が平成１９年度数値を表しています。
※単純平均の算出に当たり、充当可能財源が将来負担額より大きい団体は、将来負担比率を０として計算しています。

地方公共団体財政健全化法第３章

実質赤字比率（早期健全化基準　１１．２５～１５％、財政再生基準　２０％）
赤字団体はありませんでした。

連結実質赤字比率（早期健全化基準　１６．２５～２０％、財政再生基準　３０％）
赤字団体はありませんでした。
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○実質公債費比率と将来負担比率の推移

（％）

0.0
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4.0

6.0

8.0

12.0
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14.0

実質公債費比率

R1年度H22 23 24 25 26 27 28 29 30

11.8
11.3

11.3
10.6

9.9
8.9

8.0

8.0
7.4

7.0 6.6

7.3

12.2

10.3
9.6

8.7 7.6 7.4 7.3

宮城県（単純平均）

全国（単純平均）

6.3

地方公共団体の財政の健全化に関する法律　財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び
再生のための新たな制度を整備することを目的として制定された法律です。
実質赤字比率　一般会計等の実質収支（P．２参照）の赤字額（実質赤字額）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
連結実質赤字比率　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。
実質公債費比率　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率
です。
地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債の許可を要する団体の判定に用いるために平成１７年度決算分から算定
している地方財政法の実質公債費比率と同じです。
将来負担比率　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率です。
早期健全化基準　地方公共団体の財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にそ
の財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標それぞ
れについて定められた数値です。
財政再生基準　財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況
において、計画的にその財政の再生を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の３指標そ
れぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。
資金不足比率　公営企業会計ごとの「資金不足額」が事業の規模に占める割合を表す比率です。「資金不足額」は、地方公営
企業法適用企業では１年以内に支払うべきもの（流動負債）の額が、１年以内に換金できるもの（流動資産）の額を超える場
合、その額（不良債務）を基本に算定します。地方公営企業法非適用企業では、一般会計等の実質赤字額と同様に算定します。
経営健全化基準　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい
て定められた数値です。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

※（参考）全国の状況（R１年度決算）
・　経営健全化基準以上の公営企業会計は５会計（H３０年度決算：７会計）
　　→５会計の内訳：宅地造成事業１会計、下水道事業２会計、観光施設事業２会計
・　資金不足額がある公営企業会計は９２会計（H３０年度決算：８６会計）

（％）
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宮城県（単純平均）

全国（単純平均）
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52.4

45.9 43.7
39.2 37.4 36.3 34.4

仙台市（自動車運送）

登米市（病院）

涌谷町（病院）

みやぎ県南中核病院企業団（病院）

白石市外二町組合（病院）

加美郡保健医療福祉行政事務組合
（病院）
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H30
R1

資金不足比率（経営健全化基準　２０％）
３５市町村、５一部事務組合（企業団）の１４９
会計のうち、資金不足比率が経営健全化基準
を上回った会計はありませんでした。なお、
資金不足額があったのは６会計でした。

○資金不足比率の増減

※参考
（Ｒ１資金
不足額）

資金不足比率
団体名（会計区分）

増減Ｒ１Ｈ３０

２９１，９３３▲２．２４．３ ６．５仙　台　市（自動車運送）

１，０１５，９６３▲１．８１７．１１８．９登　米　市（病　　　院）

２００，３８６皆増１２．１－涌　谷　町（病　　　院）

９４６，３１２１．３１１．２９．９みやぎ県南中核病院企業団（病院）

３４１，４８６皆増７．４－白石市外二町組合（病院）

２７，９３８皆増３．０－加美郡保健医療福祉行政事務組合（病院）

（単位：％、ポイント、千円）
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1　ここでは、市町村の財政状況を表す６種類の財政指標を
４段階に分類し、レーダーチャートで示しています。
2　財政指標を見る場合は右記のイメージ図を参考にしてく
ださい。
3　レーダーチャートは、線が外にあるほど財政状況が良い
ことを表しています。ただし、大きな六角形ができている
としても、財政上の問題が何もないということにはなりま
せん。
特に、積立金現在高については、復旧・復興事業に要す

る費用等後年度に取り崩される金額も含めて算定されるた
め、復興交付金基金等の残高が大きい団体は、良く見えや
すい点に注意が必要です。

■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって

第２部　市町村ごとの財政指標

地方債現在高比率　地方債現在高を標準財政規模で除して得た数値です。地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つ
で、低いほど将来にわたる地方債の負担が小さいということがいえます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（参考）全国単純平均１２３４

９０．９％１００．０％以上９５．０％以上
１００．０％未満

県単純平均
（９４．１％）以上
９５．０％未満

県単純平均
（９４．１％）未満

経常収支
比 率①

－
※赤字発生団体無し早期健全化基準以上

早期健全化基準（団体
によって異なる）未満
の赤字が発生している

赤字が発生していない連結実質
赤字比率②

７．３％早期健全化基準
（２５．０％）以上

地方債許可制移行基準
（１８．０％）以上
早期健全化基準
（２５．０％）未満

県単純平均
（６．３％）以上
地方債許可制移行
基準（１８．０％）未満

県単純平均
（６．３％）未満

実質公債費
比 率③

３４．３％早期健全化基準
（３５０．０％）以上

２００．０％以上
早期健全化基準
（３５０．０％）未満

県単純平均
（２８．９％）以上
２００．０％未満

県単純平均
（２８．９％）未満

将来負担
比 率④

８１．６％５．０％以下６３．９％以下
５．０％より大きい

県単純平均
（１２７．７％）以下
６３．９％より大きい

県単純平均
（１２７．７％）
より大きい

積 立 金
現 在 高
比 率

⑤

１７１．３％３００．０％以上２００．０％以上
３００．０％未満

県単純平均
（１６１．２％）以上
２００．０％未満

県単純平均
（１６１．２％）未満

地 方 債
現 在 高
比 率

⑥

※平成２２年度決算から、起債制限比率の算定を行わなくなったため、地方債現在高比率を新たな指標として用いています。
※上記の財政指標の基準として、令和元年度の県単純平均の数値等を用いて設定しています。各々のレーダーチャートは、県内における相対的な位
置づけを示すものです。

県単純平均

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６１．２１２７．７２８．９６．３－９４．１
３３３３４３

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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R1年度
H26年度

町村部単純平均

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１５２．０１３６．８３０．７６．６－９２．３
４４３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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市部単純平均

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７４．８１１４．１２６．３５．８－９６．７
３３４４４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率

4

1

2

3

4

1

2

3

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4

3

2

1

4

3

2

1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

※赤色実線は令和元年度の、青色破線は平成２６年度の数値を、各年度の県単純平均の数値等を用いた財政指標の基準によりレーダーチャート化したものです。

〇〇市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率

①経常収支比率 

④将来負担比率 

②連結実質 
　赤字比率 

③実質公債費 
比率 

⑤積立金 

①～④

⑤～⑥

現在高比率 

⑥地方債 
　現在高比率 
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○○．○
○ ○ ○ ○ ○ ○

○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○

市町村財政の将来の姿を予測するもの

現時点及び将来にわたっての財源の蓄えと
債務を表すもの

（イメージ図）



２７

仙台市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２７７．２４９．４７８．８６．１－９８．７
２２３４４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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塩竈市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１５１．９１０３．３－６．２－９８．５
４３４４４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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石巻市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２０２．６３２６．８－９．３－１０２．２
２４４３４１

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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気仙沼市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２１７．０２９４．３－９．５－１０１．３
２４４３４１

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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名取市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８７．０８４．２－３．０－９５．１
３３４４４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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白石市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１１２．３６３．３－６．１－９１．４
４２４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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角田市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９７．８３９．６９７．６８．２－１０５．２
３２３３４１

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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岩沼市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１２２．６１２４．２－－０．９－９４．６
４３４４４３

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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多賀城市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８２．８６４．４－６．７－１０１．９
３３４３４１

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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登米市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９７．７４６．２１０１．５７．１－９３．５
３２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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東松島市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４８．７１９３．３－６．４－９０．３
４４４３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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栗原市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７３．３７９．４５８．０９．１－９６．７
３３３３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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２８

大崎市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２０８．１５１．１３２．５７．４－９３．９
２２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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蔵王町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１１３．９３３．６２２．１５．１－９１．４
４２４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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富谷市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
６８．５７８．２－－２．０－９０．８
４３４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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七ヶ宿町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４０．３１５０．５－５．８－８８．４
４４４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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村田町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７８．９７．７１３９．９１３．６－９７．２
３２３３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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大河原町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４７．５４１．２４５．９－１．０－９２．３
４２３４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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柴田町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９５．６４０．０３１．３３．４－９２．６
３２３４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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丸森町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８１．４４６．０８７．４１１．８－８８．９
３２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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川崎町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
７１．４５２．５－４．９－９４．７
４２４４４３

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率

4

1

2

3

4

1

2

3

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4

3

2

1

4

3

2

1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

亘理町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４９．４１２６．５－４．８－９２．１
４３４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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松島町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４３．３１０６．０２１．７７．９－９６．４
４３４３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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山元町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８４．７３１３．７－９．９－９５．０
３４４３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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２９

七ヶ浜町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１２５．３１６８．３－０．５－９８．３
４４４４４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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大和町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
６４．５６１．７－１．０－８５．４
４２４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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利府町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９４．３３７．８３３．６８．２－８８．０
３２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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大郷町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１５６．３７０．６１５．９９．２－９２．７
４３４３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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色麻町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３１．２３２．１１０９．３１０．３－８６．５
４２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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大衡村

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４０．０９３．２－６．７－９７．５
４３４３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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加美町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１５４．９６４．８４８．１８．１－９５．1
４３３３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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美里町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１５８．２４４．７３７．７８．３－９２．９
４２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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涌谷町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３６．３２３．２５２．３１０．５－９１．５
４２３３４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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女川町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７０．５１００８．４－３．１－８４．５
３４４４４４

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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南三陸町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２５５．０３４９．４－６．５－９６．９
２４４３４２

①経常収支比率

④将来負担比率

②連結実質
　赤字比率

③実質公債費
　比率

⑤積立金
　現在高比率

⑥地方債
　現在高比率
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趣旨：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

趣旨：全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率
イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質
赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

趣旨：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
○準元利償還金の内容
①　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額
②　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの
③　一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
④　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
⑤　一時借入金の利子

趣旨：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
○将来負担額の内容
①　一般会計等の地方債現在高
②　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）
③　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
④　当該団体が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
⑤　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
⑥　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見
込額

⑦　当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
⑧　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして
当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財
務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑨　連結実質赤字額
⑩　一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額
　

趣旨：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
○資金不足額
一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
○事業の規模
料金収入など主たる営業活動から生じる営業収益等に相当する額

編集・発行　宮城県総務部市町村課
電話：022－211－2336
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/

この冊子は６５０部作成し、
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財政再生基準早期健全化基準市町村の場合

２０％１１．２５～１５％
（標準財政規模に応じて）○実質赤字比率

３０％１６．２５～２０％
（標準財政規模に応じて）○連結実質赤字比率

３５％２５％○実質公債費比率

－３５０％
（指定都市４００％）○将来負担比率

－２０％
（経営健全化基準）○資金不足比率（公営企業）

　　　　　　　　　　　一般会計等の実質赤字
実質赤字比率　＝　――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）
連結実質赤字比率　＝　――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
実質公債費比率　＝　――――――――――――――――――――――――――――――――×１００の３カ年平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
将来負担比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　資金不足額
資金不足比率　＝　―――――――――――×１００
　　　　　　　　　　公営企業の事業規模

健全化判断比率等算定式


